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『地主の法人化（２）』－法人設立に伴う税務－ 

１. 資本金額による税制の取扱 

平成３年商法改正により、株式会社を設立の場合は資本金を１,０００万円、有限会社の場合は３００万円

が最低必要になりました。資本金額が多いと経営は安定しますが、税務上での優遇処置はありません。これに

対し、資本金が少ない法人は接待交際費をはじめとして中小企業を優遇する税制上の取り扱いがあります。法

人を設立する場合は資金繰りや税制上の取り扱いを検討した上で資本金を決定することがよいと思います。 

資本金額の違いによる税制の取り扱いを下記のようにまとめてみました。 

（１） 交際費の損金不算入額 

交際費として支出した費用の内、損金として算入できる金額は資本金または出資金の金額によって異なってき

ます。 

期末資本または出資金額 損 金 算 入 限 度 額 

１,０００万円以下 
４００万円または  
交際費等の額のいずれか少ない額（ａ）－（ａ）×２０％ 

１,０００万円超 

   ５,０００万円以下    
３００万円または 

交際費等の額のいずれか少ない額（ｂ）－（ｂ）×２０％ 

５,０００万円超  ０(全額損金不算入) 

（２） 消費税の特例 

資本金または出資金の金額が１,０００万円以上である新設法人で基準期間がない法人は消費税を納める義務

が免除されません。 

（３） 住民税の均等割額 

法人が支払う住民税の均等割額は資本金額または出資金の金額と従業員数によって異なります。 

２. 株主の選択 

株主を誰にするかという問題は将来起こりうる相続問題とも関連性がありますので、以下の点を考慮した上で

選択しましょう。 

（１） 資本金 

上記に述べたように会社を設立する場合は株式会社の場合は１,０００万円・有限会社の場合でも３００万円

が必要となりますので、出資能力が必要です。 

（２） 会社設立の目的 

設立した会社を誰に継承させるかをはっきりさせた上で株主を決定することが大切です。相続発生後に株の買

い取りなどで争いが生じないよう、最初に株主構成を明確にしておくことが大切です。 

（３） 株式評価 

未上場の取引相場のない株式を相続する場合、相続税評価は財産評価基本通達の定めに基づき評価しますが、

評価方法には純資産価額方式・類似業種比準方式・純資産価額方式と類似業種比準方式の折衷方式・配当還元

方式の四つがあります。地主が設立する法人（管理会社等）の場合は概ね純資産価額方式によって評価されま

すので、含み益が増えれば増えるほど株価が高くなる仕組みです。後に起こる相続を考えた場合は、相続する

人が株主となって本人は出資しない方がいいということです。 

 個人が相続または遺贈により取得した財産のうち、特定同族会社事業用宅地がある場合には、取得した宅地

等のうち４００㎡までの部分につき、評価が８０％減額されます。これを小規模宅地等の評価減といいますが、

適用を受ける為には、法人を設立する時から専門家に相談することをお勧めします。 


